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現状について

【個人情報保護法】
2015年春？改正案の施行

・ビックデータの利活用の推進
・委託先管理の強化

【マイナンバー制度】
2016年1月からの運用開始

【ビジネスチャンス】
・ビックデータ関連
・マイナンバー制度のシステム対応

【課題】
・個人情報保護への取組
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個人情報保護法
【個人情報】

番号法
【マイナンバー】

組織“一丸”となって取り組む
個人情報保護体制構築

「特定個人情報」
より厳密な管理運用

※12/11付けの特定個人情報保護委員会におきまして事業者向けマイナンバーガイドラインが
公表されました。

個人情報に関しての考え方
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マイナンバー利用事務について
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組織的安全管理処置 人的安全管理処置

物理的安全管理処置 技術的安全管理処置

①組織体制の整備
②マニュアル、規定等の整備・運用
③個人情報台帳等の整備・運用
④安全管理措置評価・見直・監査
⑤事故・違反への対応

①雇用時の非開示契約締結
②業務委託契約の非公開契約締結
③従事者に対する教育・訓練実施
④従業者に対する周知・徹底

①入退館･室管理の実施
②盗難の防止

•施錠･クリアデスク（片付け）
•スクリーセバー：覗き見防止
•個人データの分離保管

③機器や装置などの物理的保護
•破壊、破損、停電等

個人情報保護法における４つ安全管理措置と注意点

JISQ15001で企業が求められる対応

①ＩDパスワード設定と管理徹底
②個人データのアクセス制御
③アクセス権限の管理、記録
④ウィルス対策等不正ソフト対策
⑤個人データ移送・送信対策
⑥システムの動作確認時の対策
⑦システム監視の徹底
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マイナンバー制度で企業が求められる対応

組織的安全管理処置 人的安全管理処置

物理的安全管理処置 技術的安全管理処置

・方針/手順書/規定等の策定の義務化

・取扱担当者特定及び取扱手順の義務化

・個人番号取扱責任者の監督義務化

・個人番号取扱担当者への教育義務化

・取り扱う区域の特定/完全な廃棄処置の

義務化
・論理的な分離、アクセス制限の義務化

番号法における４つ安全管理措置と注意点

・形だけの「基本方針」(絵に描いた餅）にしない
・PDCAを形骸化させないためにも経営の参加必須
・外部(コンサルタント等)に丸投げしない

・従事者全員の教育は必須(一部の教育では不十分)
・委託先管理も徹底すべし
・ある程度の専門知識を保有している人材の確保

・全事業者に求められるため、早期な対応が必要
・手順化を行ったうえでリスク分析を実施すべし
・身の丈に合った施設・設備への対応

・外部からの攻撃を意識したセキュリティ対策
・最低限の対策(IT投資)は必須
・外部SEが絶対的に不足する恐れあり
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社内の個人情報保護における人造り/体制構築/運用体制の確立が出来ている
からこそ認められる認証マーク。
公官庁入札資格としても問題ありません。

それが です。

図１．JAPiCOマークと、プライバシーマークの審査基準比較表

※JAPHICは、個人情報保護法、経済産業省のガイドライン に沿って審査を行ってます。

JAPiCOマーク プライバシーマーク

JIS Q 15001:2006要求事項に準拠 ○ ○

個人情報保護法 ○ ○

都道府県の個人情報に関する条例 ○ ○

業界ガイドライン ○ ○

審査基準

審査基準比較表

12

第三者認証団体について
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業種分類なし 従業員数 2～20人 21人～300人 301人以上

料金

新規 226,800 399,600 540,000

他制度からの移行 172,800 291,600 378,000

更新 151,200 270,000 356,400

○プライバシーマーク申請・審査
※IT業界の料金表のみ記載してます。

サービス
業

資本金又は、
出資額

2-5人
5千万超
2-5人

5千万以下
6-100人

5千万以下
101人以上

5千万超
6-100人

5千万超
101人以上

人数

新規 308,573 308,573 617,144 617,144 617,144 1,234,286

更新 226,286 226,286 462,859 462,859 462,859 925,715

○JAPiCOマーク申請・審査・その他費用
※その他費用は、認証マーク使用料、及び協会問い合わせ・メルマガ配信等 単位：円（消費税8%込）

単位：円（消費税8%込）

費用について
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管理士講座

種別
講習
時間

試験
時間

講習・試験内容 修得内容

個人
情報管理士

費用：20,000円
（税別）

5時間 1時間 ■個人情報保護に関する法律
(個人情報保護法)の理解
■４つの安全管理措置の理解
■個人情報保護法と
JISQ15001の関係を理解
■各省庁のデータから読み取
る個人情報事故状況

■個人情報に関する事件事故と一般消費者の意識調査
■個人情報保護体制－制定の背景
■個人情報保護法制の体系（各種ルールの位置づけ）
■事業者の遵守すべき個人情報の取り扱いルール
■個人情報の保護に関する法律
■JISQ15001とPMSの違い
■該当する監督官庁が発行するガイドライン全般

上級個人
情報管理士

費用：65,000円
（税別）

11時間 1時間 ■個人情報保護に関する法律
(個人情報保護法)の理解
■４つの安全管理措置の理解
■個人情報保護法と
JISQ15001の関係を理解
■各省庁のデータから読み取
る個人情報事故状況
■JISQ15001を理解しての、
内部監査や全般的な運用管理
の実践教育

■個人情報に関する事件事故と一般消費者の意識調査
■個人情報保護法制－制定の背景
■個人情報保護法制の体系
（各種ルールの位置づけ）

■事業者の遵守すべき個人情報の取り扱いルール
■個人情報の保護に関する法律
■JISQ15001とPMSの違い
■該当する監督官庁が発行するガイドライン全般
■マイナンバー制度
■漏えい事例から学ぶ
■個人情報マネジメントシステムの構築と運用
■マネジメントシステム内部監査
■JISQ15001：2006全般
■参照すべき他法令との関係
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ご提案ソリューションのまとめ
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・JISQ15001の規格に則り、適正な体制を構築するのが先決
・マーク取得ではなく、社内の体制整備が重要
・マイナンバー制度が始まる前に、必要な準備はすべき
・従業者全員のリテラシー向上は必須

・万全な体制を構築しても漏えいリスクは”0”ではない

・「”べき論”ではなく、身の丈にあった制度設計」
・「コンサル任せではなく、自社運用が可能な体制構築」
・「自分達の会社は自分達で守るという主体性の醸成」等々

体制構築のご支援で培ったノウハウをベースに、顧客目線で
の支援サービスをご提供いたします。
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